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研究要旨	

本研究では、死亡診断書（死体検案書）による死亡・死因に関する情報の収集とその

流れおよびデータ分析に関して、諸外国の死亡診断書様式、中央集計に至る情報の流

れ、電子化の進捗状況について調査、比較する。さらにその結果から、わが国の死因統

計調査システムの利点と、さらに改善が期待できる点についての洗い出しを行うことを

目的とする。 
	 本年度は、文献調査、海外調査および、学会等で来日した海外の研究者との接触の機

会から、イギリス、ドイツ、韓国、中国、フランス等の関係者からヒアリングを行い、

いくつかの国での予備調査を開始した。死亡の医学的証明の書式に ICD のコード欄があ

る国もあり、今後、わが国でも様式の改定が行われる場合には参考にできると思われ

た。また、わが国では書式の表題に「死亡診断書」と「死体検案書」を区別している

が、区別している国は少数であった。ICT 技術の進歩に比較して、書式または届出の電

子化については、各国ともまだそれほど普及していないように思われる。	
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Ａ．研究目的 
	 死亡診断書（死体検案書）による死亡・死因

に関する情報の収集とその流れおよびデータ

分析に関して、諸外国の死亡診断書様式、中央

集計に至る情報の流れ、電子化の進捗状況に

ついて調査、比較する。さらにその結果から、

わが国の死因統計調査システムの利点と、さ

らに改善が期待できる点についての洗い出し

を行う。 
 
Ｂ．研究方法 

本研究では文献調査と研究対象国の担当者へ

のヒアリングを中心に調査をすすめた。具体

的な事項としては、死亡診断書様式、中央集

計に至る情報の流れ、電子化の進捗状況につ

いて調査した。文献調査については、既存の

文献資料やインターネットの情報を活用する

が、文献にて得られにくい情報を中心に、予

備的調査を十分に行った上で、海外調査にて

実情の把握に努めた。 
	 様々な領域の専門家から構成される各分担

研究者、研究協力者の協力の下、対象とする

国々の死亡診断書等の様式、最新の ICD-

10(2016 年版)の死亡診断書書式の適用状況、

さらには各国の死因統計調査システムにおけ

る情報の流れ等の調査を行った。	

（倫理面への配慮） 
	 死因統計システムに関する研究であり、個

人情報や個人が特定できる内容は含まない。

研究対象者に対する人権擁護上の配慮、不利益・

危険性の排除や説明と同意については、ヒトを

対象としないので該当しない。 
 
Ｃ．研究結果 
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各国における中央集計に至る情報の流れにつ

いては、同一国内でも州レベルで若干制度の

異なる場合があり、すべてのシステムの詳細

な調査には至っていないが、平成 30年度には、

文献調査、海外調査および、学会等で来日し

た海外の研究者との接触の機会から、イギリ

ス、ドイツ、韓国、中国、フランスの関係者か

らヒアリングを行った。また、アルバニア、セ

ルビアの関係者とは現在調査継続中である。	

これまでに調査した国のうち、死亡の医学

的証明の書類の様式は概ね WHO の様式を基礎

にしているが、書式内に ICD のコード欄があ

る国もあった。死亡証明の書式の表題に「死

亡診断書」と「死体検案書」の区別があるのは

韓国のみであった。書式または届出の電子化

が行われている国・地域はまだわずかであり、

急激な普及が伴わない理由については調査を

継続している。	

 
Ｄ．考察	

	 死亡診断書、死体検案書は人間の死亡を医

学的・法律的に証明することのみならず、わが

国の死因統計を作成する際の資料となる。	

	 死因統計は、わが国の保健衛生行政や社会

的にも広く活用されており、保健衛生政策を

実施していく上での基盤データのひとつであ

る。わが国ではその情報の流れについてはし

っかりとしたシステムが構築されているもの

の、諸外国の情報は少なく、比較する検討や文

献的資料も乏しい。初年度に調査を行うこと

ができた国・地域は多くないが、明らかになっ

た事項を挙げる。	

死亡の医学的証明の書類の様式は概ね WHO

の様式を基礎にしているが、書式内に ICD の

コード欄がある国もあり、今後、わが国でも

様式の改定が行われる場合には参考にできる

と思われた。また、わが国では表題に「死亡診

断書」と「死体検案書」を区別しているが、区

別している書式があるのは少数であり、その

必要性は少ないように思われる。この点はわ

が国での歴史的経緯もふまえた検証が必要か

もしれない。	

書式または届出の電子化について、各国と

も ICT 技術の進歩に比較してそれほど普及が

進んでいないように思われる。その理由につ

いては調査を継続している。	

	

Ｅ．結論 
	 死亡に関する情報の中央集計に至る流れに

ついては、各国におけるシステム成立の歴史

的背景も関係していると思われるが、際だっ

た差は少ないように思われる。届出の電子化

を含めた取り組みに関しては、まだその進捗

の歩みは十分ではないが、具体的な理由につ

いては調査を継続している。わが国での導入

に際しても先行する海外の動向にも注意を払

う必要がある。 
	

Ｆ．健康危険情報 
		該当なし。 
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該当なし。	

	

3.	研究課題に関連した実務活動	
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	 該当なし。


